
地方独立行政法人那覇市立病院平成 26 年度年度計画 
 

 

 

第１ 市民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

１ 診療機能の充実 

 

(1) 救急医療体制の充実・強化 

① 救急医療体制の維持・充実 
ア 地域の医療機関等と連携して夜間・休日の医師等を確保し、365日

24時間救急医療体制の維持・充実を図る。 

イ 当院の医師を主体として、常時小児科医を配置した小児救急医療

を引き続き実施する。 

ウ 重症患者に効率的でより効果的な治療を行うため、ＨＣＵ及びＳ

ＣＵの設置を引き続き検討する。 

 

② 消防や関係機関との連携強化 
ア 消防との連絡調整会議や症例研究会、救急救命士に対する教育実

習等を実施し、連携を強化する。 

イ 救急搬送の受け入れを円滑に行うため、広報誌の活用や自治会へ

の講演会等を開催し、地域住民に適正な救急受診についての啓発

を行う。 

  

(2)  高度医療の充実 

① 高度医療の充実 
ア 手術ナビゲーションシステムを導入し、安全な手術を実施する。 

イ 泌尿器科において、体外衝撃波結石破砕術（ＥＳＷＬ）を適応出

来ない症例に対し、レーザー破砕器を用いて手術を実施する。 

ウ 腹腔鏡下手術及び内視鏡下手術の症例拡大と充実を図る。 

 

  ② 医療機器等の計画的な更新・整備 

電子カルテシステムの更新を行い、老朽化とハードディスク逼迫

化の改善及びＯＳサポート終了に伴うセキュリティー対策を行う。 
＊ＯＳサポート終了：マイクロソフト社の基本ソフト「ウインドウズxp」のサポート終了のこと 

 

(3) がん医療体制の強化 

 ① 地域がん診療連携拠点病院としての機能の充実 
ア 沖縄県がん診療連携拠点病院との連携を強化し、がん診療連携パ

スの運用を促進する。 
また、外来化学療法及び放射線治療等のさらなる充実を図る。 
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イ  地域のがん医療の水準向上のため、がん診療に従事する医師等に

対する研修会を開催する。 

ウ がん対策に資するため、地域がん登録を推進する。 

エ 緩和ケア認定看護師等の増員に努め、他の機関と連携して緩和ケ

アの充実を図る。 

 

② がんに関する情報の市民への普及・啓発 

地域住民に対し、がんフォーラム等の講演会を引き続き年 2 回開

催する。 

また、がんに関する最新情報を提供し、その普及・啓発に努める。 

     

(4) 地域医療機関との連携・強化 

① 地域医療支援病院運営委員会を定期的に開催する。 

 

② 地域連携交流会を開催する。 

 

③ 登録医との定例会や症例検討会を開催し、登録医が利用しやすい院

内環境の整備を行う。 

 

④ 地域の医療機関との連携を強化し、地域医療支援病院の維持を図り、

紹介及び逆紹介を積極的に促進する。 

 

区  分 平成 26 年度目標値 

紹介率 65％以上 

逆紹介率 40％以上 

開放病床利用率 50％以上 

＊数値は 26 年度改定の地域医療支援病院承認要件 

 

⑤ 地域連携パスの利用を促進し、地域医療機関との連携の充実に努め

る。 

 

(5) 市の医療施策との連携等  

① 保健・福祉行政との連携 

市民の健康増進を図るため、市等の関係機関と連携・協力して特

定健診等の各種健康診断事業を引き続き実施する。 

また、那覇市保健所と連携し、感染症対策などの施策との連携を

図る。 

 

② 災害時における医療協力 

災害時等に医療拠点として患者を受け入れるとともに、那覇市の

地域防災計画や、新型インフルエンザ等の健康危機管理対策に適切
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に対応する。 

また、他の自治体等において大規模災害が発生した場合、ＤＭＡ

Ｔを派遣するために専用装備品を整備し、医療救援活動の支援に備

え、行政が実施する防災訓練へ積極的に参加し、災害時に対応でき

る体制を整える。 

    

③ 市民への情報の提供・発信 

ア 市民に対してホームページやマスコミ等を活用し、医療情報を効

果的に提供する。 

イ 地域の公民館等で、地域住民に対し行っている医療講演を継続し

て実施する。 

       

(6) 専門性及び医療技術の向上   

① 琉球大学医学部と連携して、初期臨床研修医及び後期研修医の教育

研修の充実に努める。 

  また、指導医や後期研修医に対し、県内外の先進的な医療機関への

派遣研修を実施する。 
   

② 医療スタッフの職務能力の高度化・専門化を図るため、学会参加、

論文発表を推進する。 

 

③ 看護職の専門性の向上のため、小児救急、感染管理、がん化学療法

の認定看護資格及び小児専門、がん専門の資格取得を支援する。 

 

④ 薬剤師、放射線技師、検査技師、その他のコメディカルについても、

専門的技能の向上を図るため、各部門で専門性に応じた研修等を実

施し、認定及び専門の資格取得を支援する。 

 

⑤ 沖縄クリニカルシミュレーションセンター及び院内シミュレーショ

ン室を活用し、医療技術の向上を図る。 

 

(7) 医療の標準化と最適な医療の提供 

効果的な医療を提供できるよう、パス委員会を活用し、診療ガイド

ライン等を参考にしたクリニカルパス（疾患別に退院までの治療内容

を標準化した計画表）を作成、運用を促進する。 

 
(8) 安心・安全で質の高い医療の提供 

① 医療安全対策の徹底 

ア 安心・安全で良質な医療を提供するため、院内感染防止対策委員

会を定期的に開催し、院内感染対策の充実を図る。 

また、他施設との合同カンファレンスや相互チェック及び病棟ラ
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ウンドを強化する等、院内外の感染防止対策を徹底する。 

イ 医療安全対策委員会を定期的に開催し、インシデント・アクシデ

ントに関する情報の収集・分析に努め、院内ラウンドを実施する

等、医療事故防止対策を徹底する。 

   

② 患者中心の医療の実践 

ア 患者の信頼と納得に基づいた診療を行うため、インフォームド・

コンセント体制を継続する。 

イ セカンドオピニオン担当医師情報をホームページで提供する等、

情報提供等に努めセカンドオピニオン体制を維持する。 

 

③ 科学的な根拠に基づく医療（ＥＢＭ）の推進 

診療ガイドラインを活用し、個々の患者に最適な診療を実践する

ことにより、科学的な根拠に基づく質の高い医療を推進する。 

 

④ 法令・行動規範の順守（コンプライアンス） 

医療法や個人情報保護、情報公開などの法令等の周知徹底を図り、

役員及び職員のコンプライアンスを確立するため、研修会を実施す

る。 

 

   ⑤ 病院機能評価更新に伴い、中間報告に向けて医療機能の改善を図る

ため、院内機能評価委員会を立ち上げる。 

 

２ 患者サービスの向上 

 

(1) 診療待ち時間の改善等 

① 地域連携を推進し、地域医療機関と役割分担を行うとともに、診療

体制及び業務体制を見直し、待ち時間短縮に努める。 

 

② 医療機器の充実と業務体制の見直しを行い、検査・手術待機期間等

の短縮に努める。 

 

(2) 患者・来院者のアメニティの向上 

① 患者・来院者により快適な環境を提供するため、計画的に施設の改

修・補修を実施する。 

 

② 患者・家族等に憩いの場を提供するため、ボランティア等も活用し、

院内緑化を推進する。 

    

③ 患者のプライバシー確保に配慮した院内環境整備に努める。 

 

④ 患者・家族等の健康に配慮し、敷地内禁煙を継続する。 
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(3) ボランティアとの協働によるサービス向上 
患者サービス向上のため、ボランティアが活動しやすい環境をつく

り、ボランティアとの協働を推進する。 

また、意見交換を積極的に行い、ボランティア活動の拡大に努める。 

 

(4) 職員の接遇向上  

患者や来院者に選ばれる病院、患者や来院者が満足する病院であり

続けるため、全職員が参加する接遇研修等により、病院全体の接遇向

上に努める。 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 事務スタッフの専門性の向上 

事務部門においては、病院経営の専門的知識等に優れた人材を育成し、

組織として経営の専門性を高める。 

 

(1) 研修の年度計画を策定し、実施する。 

 

(2) 学会参加、論文発表を推進し、専門資格取得を支援する。 

   

２ 予算執行の弾力化と費用節減 

 

(1) 法人の会計制度を活用した弾力的な予算編成、予算執行を行い効率

的・効果的な事業運営に努める。 

 

(2) 適正な後発医薬品の採用促進により患者の負担軽減と法人の費用節

減に努める。 

 

区  分 平成 24 年度実績 平成 26 年度目標値 

後発医薬品使用率 24.6％ 60％ 

 

(3) 薬品、診療材料等の購入価格の低減及び適正な在庫管理を行い、費用

節減に努める。 

 

(4) その他費用の適正化に努める。 

 
３ 収益の確保 

診療報酬改定や健康保険法等の改正に的確に対処し、引き続き収益を

確保する。 
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(1) 救急指定病院として、急性期の治療が必要な患者をスムーズに受け入

れることができるように、ベッドコントロール室を活用して空床確保

するなど、適切な病床稼働率を維持する。 

 

(2) 高度医療機器の稼働率の向上に努める。 

 

(3) ＤＰＣ／ＰＤＰＳの機能評価係数の内容を検討し係数を高めるため

の対策を引き続き行う。 

 

平成 26 年度目標 

病床稼働率 入院診療単価 外来診療単価 

91.0％      55,700 円 15,100 円 

 

(4) 診療報酬の請求漏れや減点を防止するとともに、未収金の未然防止対

策と早期回収に努める。 
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第３ 予算(人件費の見積りを含む)、収支計画及び資金計画 

    地方独立行政法人法の趣旨に沿って、市からの運営費負担金の確保を

図り、起債を安定的に活用し、市の病院として公的使命を果たせる経営

基盤を維持していく。 

 

1  予算（平成 26 年度）                  （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 

  営業収益 

    医業収益 

    運営費負担金収益 

    補助金等収益 

  営業外収益 

    運営費負担金収益 

有価証券売却益 

    営業外雑収益 

  臨時利益 

  資本収入 

    運営費負担金収益 

    長期借入金 

    その他資本収入 

  その他の収入 

計 

          １２，４２４

           １２，１１９

              ２４１

               ６４

               ９０

                ３

２３

６４

                ４０

             ７８５

              ９５

             ６９０

                ０

５００

           １３，８３９

支出 

  営業費用 

    医業費用 

      給与費 

      材料費 

      経費 

      研究研修費 

        一般管理費 

  営業外費用 

  臨時損失 

  資本支出 

    建設改良費 

    償還金 

  その他の支出 

計 

１１，６４８

           １１，２７８

            ６，８５３

            ２，４６０

            １，８７９

                ８６

              ３７０

               ７

               ５０

         １，６３６

             １，１７０

             ４６６

             １，５００

           １４，８４１

（注 1）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

（注 2）給与費のベースアップ率を 0％として試算している。 

[人件費の見積もり] 

平成 26 年度は 7,113 百万円を支出する。 
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 なお、該当金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当

及び休職者給与の額に相当するものである。 

 

２ 収支計画（平成 26 年度）                  （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入の部 

  営業収益 

   医業収益 

   運営費負担金収益 

   資産見返運営費負担金戻入 

   資産見返工事負担金等戻入 

   補助金等収益 

   資産見返物品受贈額戻入 

  営業外収益 

    運営費負担金収益       

有価証券売却益 

    営業外雑収益 

  臨時利益 

１２，５３１

           １２，４０５

           １２，０９０

                      ２４１

０

０

                 ６４

               １０

                  ８６

                     ３

                  ２３

                 ６０

４０

支出の部 

  営業費用 

    医業費用 

給与費 

材料費 

経費 

減価償却費 

研究研修費 

        一般管理費 

   営業外費用 

   臨時損失 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

            １２，５０９

           １２，４５２

           １２，０８４

             ６，８７３

             ２，４２５

             ２，１１９

                 ５８６

                  ８１

                ３６８

７

      ５０

                 ２２

                  ０

                 ２２

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 
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３ 資金計画（平成 26 年度）                     （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金収入 

  業務活動による収入 

    診療業務による収入 

    運営費負担金による収入 

    補助金等収入 

その他の業務活動による収入 

  投資活動による収入 

    運営費負担金による収入 

その他の投資活動による収入 

  財務活動による収入 

    長期借入れによる収入 

その他の財務活動による収入 

  前年度からの繰越金  

１８，３４４

         １２，５３１

         １２，１１９

                ２４４

                  ６４

                 １０４

６１８

               ９５

５２３

６９０

              ６９０

                 ０

４，５０５

資金支出 

  業務活動による支出 

    給与費支出 

    材料費支出 

その他の業務活動による支出 

  投資活動による支出 

有形固定資産の取得による支出

その他の投資活動による支出 

  財務活動による支出 

長期借入金の返済による支出 

移行前地方債償還債務の償還に

よる支出 

その他の財務活動による支出 

次年度への繰越金 

         １８，３４４

１１，７０５

７，１１３

２，４６０

２，１３２

２，６７０

１，１７０

１，５００

４６６

２９０

    

１７６

   ０

３，５０３

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

 

 

第４ 短期借入金の限度額 

 

 １ 限度額 1,000 百万円 

 

 ２ 想定される短期借入金の発生理由 

 

  (1) 運営費負担金の受け入れ遅延等による資金不足の対応 

 

  (2) 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等偶発的な支出への対応 
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第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

    なし 

 

 

第６ 剰余金の使途 

    決算において剰余を生じた場合は、病院施設の整備、医療機器の購入

等に充てる。 

 

 

第７ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 施設の災害対策について 

病院施設の被災に的確に対応するため、災害対策マニュアルを策定し、

防災・防火訓練を定期的に実施する。 

 

２ 病院建替について 

病院建替に備え引き続き情報収集に努め、那覇市と綿密な連携を図る。 

 

 

第８ 那覇市地方独立行政法人法の施行に関する規則（平成 20 年那覇市規則

第 4 号）第 5 条で定める事項 

 

１ 施設及び設備に関する計画（平成 26 年度） 

施設及び設備の内容 予 定 額 財 源 

医療機器等整備 総額1,170百万円 那覇市長期借入金等 

  

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

 

 (1) 移行前地方債償還債務                    (単位：百万円) 

年度項目 H24 H25 H26 H27
中期目標 

期間償還額 

次期以降

償還額 

総債務 

償還額 

移行前地

方債償還

債務 

292 262 176 93 823 46 869 

 

 (2) 長期借入金                            (単位：百万円) 

年度項目 H24 H25 H26 H27
中期目標 

期間償還額 

次期以降

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入 

金償還金 
210 261 289 322 1,082 1,499 2,581 
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(3) リース債務                        （単位：百万円） 

 償還期間 
中期目標期間

事業費 

次期以降 

事業費 
総事業費 

医療機器等 
平成 24 年度～ 

平成 27 年度 
175 8 183 
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